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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 
第34期 

第３四半期累計期間 
第33期 

会計期間 
自2019年３月１日 
至2019年11月30日 

自2018年３月１日 
至2019年２月28日 

売上高 （千円） 5,319,951 6,468,296 

経常利益 （千円） 154,180 103,944 

四半期（当期）純利益 （千円） 104,371 78,583 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － 

資本金 （千円） 110,750 110,750 

発行済株式総数 （株） 2,275,000 45,500 

純資産額 （千円） 563,675 466,788 

総資産額 （千円） 6,173,764 5,310,372 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 45.88 38.88 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － 

１株当たり配当額 （円） － － 

自己資本比率 （％） 9.13 8.79 

 

回次 
第34期 

第３四半期会計期間 

会計期間 
自2019年９月１日 
至2019年11月30日 

１株当たり四半期純利益 （円） 29.73 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び剰余金基準から見て重要性に乏しい関連会社の

みであるため、記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

５．１株当たり配当額については、当社は配当を行っていないため、記載しておりません。 

６．当社は、第33期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第33期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

７．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日)等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、前事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って

適用した後の指標等となっております。 

８．第34期第３四半期累計期間の四半期財務諸表並びに第33期事業年度の財務諸表については、株式会社東京証

券取引所の「有価証券上場規程」第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第１項の規定

に準じて、太陽有限責任監査法人による四半期レビュー及び監査を受けております。 

９．当社は、2019年10月30日付で普通株式１株につき50株の割合で株式分割を行っております。第33期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。 
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２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日)等を第１四半期

会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については当該会計基準等を遡って適用した後の前事業年度末の

数値で比較を行っております。 

 また、当社は、前第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間と

の比較分析は行っておりません。 

 

(1）財政状態及び経営成績の状況 

① 財政状態の状況 

 当第３四半期会計期間末における総資産は6,173,764千円（前事業年度末比863,392千円増加）、負債は

5,610,089千円（前事業年度末比766,504千円増加）、純資産は563,675千円（前事業年度末比96,887千円増加）

となりました。 

 主な増減要因は、次のとおりであります。 

 

（流動資産） 

 当第３四半期会計期間末における流動資産の残高は3,446,378千円（前事業年度末比631,172千円増加）とな

りました。 

 主な要因は、長期借入金の増加等により現金及び預金が541,823千円、売上高の増加により売掛金が145,881

千円、それぞれ増加したことによるものです。 

 

（固定資産） 

 当第３四半期会計期間末における固定資産の残高は2,727,386千円（前事業年度末比232,219千円増加）とな

りました。 

 主な要因は、物流センターの空調設備工事等により建物が47,078千円、倉庫管理システムの開発により無形

固定資産が43,206千円、物流センターの増床等により敷金及び保証金が33,316千円、物流ロジック協同組合へ

の長期貸付金50,000千円の計上等により投資その他の資産のその他が61,733千円、それぞれ増加したことによ

るものです。 

 

（流動負債） 

 当第３四半期会計期間末における流動負債の残高は1,539,937千円（前事業年度末比203,505千円増加）とな

りました。 

 主な要因は、売上原価の増加により買掛金が73,306千円、長期借入金からの振替えにより１年内返済予定の

長期借入金が104,441千円、それぞれ増加したことによるものです。 

 

（固定負債） 

 当第３四半期会計期間末における固定負債の残高は4,070,151千円（前事業年度末比562,999千円増加）とな

りました。 

 主な要因は、長期借入金による調達資金の増加により長期借入金が504,826千円増加したことよるもので

す。 

 

（純資産） 

 当第３四半期会計期間末における純資産の部の残高は563,675千円（前事業年度末比96,887千円増加）とな

りました。 

 主な要因は、四半期純利益の計上により利益剰余金が104,371千円増加したことによるものです。 
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② 経営成績の状況 

 当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続く中で個人消費が持ち直しの傾向を

維持した一方で、企業収益は高い水準にあるものの、製造業を中心に弱含んでおり、通商問題をめぐる緊張、中

国経済の先行き及び消費税率引上げ後の消費者マインドの動向が懸念される等、景気の先行きは不透明な状況で

推移しました。 

 当社事業とかかわりの深い物流業界におきましては、宅配業界を中心とした働き方改革の動きは活発なもの

の、運賃の値上げや総量規制等には一部緩和の動きがみられ、また新規の物流センターのテナント物件に対する

需要は高く、賃料相場は引続き上昇基調となりました。 

 当社におきましては、引続き既存のお客様に対する物流サービスの生産性向上への取組み等の効率化を推進

し、新規のお客様獲得にあたっては、毎月開催する学べる倉庫見学会等への参加者増加のための誘導強化等、イ

ンターネットを通じた効果的なお客様の獲得に取組みました。 

 これらの結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高5,319,951千円、営業利益176,630千円、経常利益

154,180千円、四半期純利益は104,371千円となりました。 

 セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

 なお、各セグメントの売上高は外部顧客への売上高を表示し、セグメント損益は損益計算書における営業損益

（営業利益又は営業損失）をベースとしております。 

 

（物流サービス事業） 

 物流サービス事業におきましては、環境整備活動及びABC分析による改善、並びにRPA（ロボティックプロセス

オートメーション）の活用等を通じて、EC・通販物流支援サービス及び受注管理業務代行サービスの業務を中心

に、継続した生産性の向上のための改善活動を推進し、また既存のお客様との接点強化によるお客様満足度の向

上を図る一方で、増床した物流センターにおけるお客様の新規導入に取組みました。 

 この結果、物流サービス事業に係る当第３四半期累計期間の売上高は5,277,727千円、セグメント利益は

219,637千円となりました。 

 

（その他の事業） 

 その他の事業におきましては、外国人技能実習生教育サービスでは主に関連セミナーの内容充実による新規の

お客様の獲得を強化し、その他教育サービスにおいては、幼児教育教室を閉鎖した一方で、企業主導型保育園を

開設しました。 

 この結果、その他の事業に係る当第３四半期累計期間の売上高は42,224千円、セグメント損失は43,007千円と

なりました。 

 

［2020年２月期第３四半期 セグメント別業績］                                              （単位：千円，％） 

セグメント区分 売上高 セグメント損益（営業損益）

  サービス区分 実績 百分比
前年同期

増減率 
実績

売上高営業

利益率

前年同期

増減率 

  EC・通販物流支援サービス 4,840,348 91.0 － －

  受注管理業務代行サービス 77,893 1.5 － －

  ソフトウェア販売・利用サービス 153,435 2.9 － －

  その他 206,050 3.9 － －

物流サービス事業 5,277,727 99.2 － 219,637 4.2 －

その他の事業 42,224 0.8 － △43,007 － －

セグメント合計 5,319,951 100.0 － 176,630 3.3 －

（注）当社は、前第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同期増減率については記載

しておりません。 
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(2）資本の財源及び資金の流動性 

 当社の事業活動における運転資金の主なものは、発送運賃費及び運送費用、賃借料等があります。また、設備投

資需要としては、物流センターの新設または増床、ソフトウエア開発、及びマテハンの導入等があります。

 当社は、これらの資金需要に機動的に対応するため、内部留保を蓄積すること、並びに金融機関からの借入を行

うことで、流動性を確保することとしております。

 

(3）経営方針・経営戦略等 

 当第３四半期累計期間において、当社の経営方針・経営戦略等若しくは指標等に重要な変更はありません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

(5）研究開発活動 

 該当事項はありません。

 

(6）従業員数 

 当第３四半期累計期間において、当社の従業員数に著しい増減はありません。

 

(7）生産、受注及び販売の実績 

 当第３四半期累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい増減はありません。

 

(8）主要な設備 

 前事業年度末において計画中であったものに重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 9,100,000 

計 9,100,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（2019年11月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2020年２月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 2,275,000 2,275,000 非上場 

完全議決権株式であ

り、株主としての権

利内容に何ら限定の

ない、当社における

標準となる株式であ

ります。なお、単元

株式数は100株であ

ります。

計 2,275,000 2,275,000 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

 

②【その他の新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

2019年10月30日（注） 2,229,500 2,275,000 － 110,750 － 90,750 

（注）株式分割（１：50）によるものであります。

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2019年11月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    2,275,000 22,750 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 2,275,000 － － 

総株主の議決権 － 22,750 － 

 

②【自己株式等】

2019年11月30日現在 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に準じて、第３四半期会計期間（2019年９月１日から2019年11月30日まで）及び第３四半期累計期

間（2019年３月１日から2019年11月30日まで）に係る四半期財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期

レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

 

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

 当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン２４の４の７－６」の規定に準じて前年

同四半期との対比は行っておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

（2019年２月28日） 
当第３四半期会計期間 
（2019年11月30日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,907,038 2,448,862

電子記録債権 72,760 －

売掛金 621,286 767,167

商品 21,737 3,633

貯蔵品 2 3

その他 196,723 233,531

貸倒引当金 △4,340 △6,819

流動資産合計 2,815,205 3,446,378

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 562,548 ※2  609,627

機械及び装置（純額） 88,824 101,869

土地 1,119,957 1,125,087

その他（純額） 59,058 98,766

有形固定資産合計 1,830,388 1,935,350

無形固定資産 132,757 175,963

投資その他の資産    

投資有価証券 37,498 26,608

敷金及び保証金 338,967 372,283

その他 157,028 218,761

貸倒引当金 △1,473 △1,582

投資その他の資産合計 532,021 616,071

固定資産合計 2,495,167 2,727,386

資産合計 5,310,372 6,173,764

負債の部    

流動負債    

買掛金 257,211 330,517 

１年内返済予定の長期借入金 667,598 772,039 

未払法人税等 67,747 38,157 

賞与引当金 27,477 35,665 

その他 316,398 363,558 

流動負債合計 1,336,432 1,539,937 

固定負債    

長期借入金 3,350,005 3,854,831 

資産除去債務 68,402 72,520 

その他 88,744 142,799 

固定負債合計 3,507,152 4,070,151 

負債合計 4,843,584 5,610,089 

純資産の部    

株主資本    

資本金 110,750 110,750 

資本剰余金 96,750 96,750 

利益剰余金 252,764 357,135 

株主資本合計 460,264 564,635 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 6,524 △959 

評価・換算差額等合計 6,524 △959 

純資産合計 466,788 563,675 

負債純資産合計 5,310,372 6,173,764 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円） 

 
当第３四半期累計期間 

（自 2019年３月１日 
至 2019年11月30日） 

売上高 5,319,951

売上原価 4,626,150

売上総利益 693,801

販売費及び一般管理費 517,170

営業利益 176,630

営業外収益  

受取利息 190

受取配当金 333

助成金収入 2,221

受取地代家賃 2,066

その他 5,437 

営業外収益合計 10,249

営業外費用  

支払利息 32,699

その他 0

営業外費用合計 32,699

経常利益 154,180

特別利益  

補助金収入 12,633

特別利益合計 12,633

特別損失  

固定資産除却損 691

固定資産圧縮損 12,633

投資有価証券売却損 11

投資有価証券評価損 233

特別損失合計 13,569

税引前四半期純利益 153,243

法人税等 48,872

四半期純利益 104,371
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該実効税率を乗じて計算しております。 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日)等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。 

 

（四半期貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高

 
前事業年度

（2019年２月28日）
当第３四半期会計期間
（2019年11月30日）

受取手形割引高 －千円 27,672千円

 

※２ 直接減額方式による圧縮記帳額は次のとおりであります。 

 
前事業年度

（2019年２月28日）
当第３四半期会計期間
（2019年11月30日）

建物（純額） －千円 12,633千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 
当第３四半期累計期間 

（自 2019年３月１日 
至 2019年11月30日） 

減価償却費 123,632千円 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期累計期間（自 2019年３月１日 至 2019年11月30日） 

１．配当金支払額 

  該当事項はありません。 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの 

  該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

当第３四半期累計期間（自 2019年３月１日 至 2019年11月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 
 

 
報告セグメント 

その他 
（注） 

合計 調整額 
四半期損益計算書

計上額 
物流サービス事業 

売上高          

外部顧客への売上高 5,277,727 42,224 5,319,951 － 5,319,951 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － － － 

計 5,277,727 42,224 5,319,951 － 5,319,951 

セグメント利益又は損失（△） 219,637 △43,007 176,630 － 176,630 

 （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、外国人技能実習生教育サービス及び

その他教育サービスにかかる事業を含んでおります。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第３四半期累計期間 

（自 2019年３月１日 
至 2019年11月30日） 

１株当たり四半期純利益 45円88銭 

（算定上の基礎）  

四半期純利益（千円） 104,371 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 104,371 

普通株式の期中平均株式数（株） 2,275,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要 

－ 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場である

ため期中平均株価が算定できませんので、記載しておりません。 

２．当社は、2019年９月13日開催の取締役会決議により、2019年10月30日付で普通株式１株につき50株の割合で

株式分割を行っております。期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定して

おります。 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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